























































ら二〇一〇年九月五日の第八期国会 三一回審議までである。二〇〇八年九月の差し戻しを受けた国会司法委員会が、司法権及び司法省等の関係機関と長らく協議した末に、大幅に修正した法案を国会本会 に再提出したことにより、第八期国会第二二三回審 が再開された。同審議は条文ごとになされ、国会司法委員会へと差し戻された二〇一〇年九月五日の第八期国会第二三一回審議まで継続した。
とりわけ、二〇一〇年八月二 日の第二 六回審議から第二三一回審議ま
では、六日間にわた 全五九条が詳細に審議 。差し戻しを受けた二〇〇八年九月から修正された法案が再提出 るまで約 もの年月を経た理由は、二〇〇九年の大統領選挙における不正疑惑に端を発する、大規模な抗議運動いわゆる﹁緑の運動（
jonbesh-e sabz ） ﹂の勃発、及びそれに対す












求及び第二の要求は、採決にて否決された。一時婚における登録義務の要件が規定され、裁判所が認めれば一人目の妻の認否にかかわらず二人目の妻を娶ることを可能とする要件は認められなかった。第三の妻の就労に対する夫の阻止権は、認められなかった。さら 第四の婚資の金貨評価については、金貨一一〇枚までの婚資を支払えない場合に刑罰 対象と成り得るが、それ以上の場合は﹁過剰な婚資﹂とみなされ、支払え い場合でも刑罰の対象ではなくなった。三．監督者評議会の不承認と国会の対応
今回の家族保護法案の審議過程では、国会で可決された一部条文が監督者
評議会にて不承認と り、国会への差し戻しが三度繰り返 た。その中でも特に、ここでは以下の二点について条文を検討したい。一つ 家族保護法成立まで 国会と監督者評議会との間で最後まで意見が対立した第三〇条、もう一つは既 訳出した﹁家族保護法案（二〇一二年一月二三日司法権公表） ﹂で第四一条 相当 、最終的に国会が削除した妻子の扶養料に関する条文である。
第三〇条が含まれる第四章の﹁離婚﹂は、二〇〇七年七月以降、各条文の
修正を繰り返してきた章である。 ﹁家族保護法案（二〇 二年一月二三日司法権公表） ﹂の第三一条は、家族保護法成立時の第三〇条﹁妻 裁判所において夫の命令もしくは夫の許可によって、夫が負うべき共同生活 諸経費 自分の財産から支払っていたことを証明した場合、及びそれが妻からの贈与の意思によるものであることを夫が証明できなかった場合は、妻はそれに相当するものを夫から受け取 が き ﹂ 相当する。国会 、二〇一二年三月六日 ﹁妻は、共同生活の費用を自らの財産 ら支弁し 代償を受け取らなかった場合、裁判所は妻の求めに応じ、公的な司法専門家の意見を聴取した後、そ 費用を確定し、 （夫に）支払 命じることが きる。た
94
A Note on “The Family Protection Law (Ratified on 9 April 2013)”
イスラーム地域研究ジャーナル　Vol. 8（2016.3）
だし、夫が上述の支弁が贈与の目的であることを証明した場合はこの限りではない。夫妻が同意しての離婚には、本条項は適用されない﹂と、それまでの文案を大幅に修正する条文を可決した。ところが、監督者評議会は、同年四月二三日、この第三〇条を﹁イスラーム法に反す ﹂ して差し戻した。それを受けて、国会は同年五月九日に同条文を ﹁妻は常に、夫が負うべき共同生活における通常 諸経費を自らの財産から支払い、 （以降同上） ﹂と修正した。監督者評議会は、同年六月六日に﹁夫への贈与が目的だったとする証拠は、夫の命令もしくは夫の許可によ 支弁である場合 イスラーム法に反する﹂として、国会案を承認せず差し戻した。国会は、同年一二月一八日の審議において条文を、 ﹁妻が裁判所 おいて夫の命令もしく 夫の許可によって、夫が負うべき共同生活の諸経費を自分の財産から支払っていたことを証明した場合、妻 それに相当するものを夫から受け取ることができる﹂と修正した。
監督者評議会は、二〇一三年一月一日に﹁修正はされたが、当評議会の意
見が採用されていない﹂として、国会案 承認せず差し戻した。国会は、二〇一三年二月一九日 最終審議におい 条文を、 ﹁妻からの贈与の 思を証明できなかった場合﹂と 生活経費受け取り 件 追加し ﹁妻 裁判所において夫の命令もしくは夫 許可 よっ 、夫が負うべき共同生活の諸経費を自分の財産から支払っ ことを 明した場合、及びそれが妻からの贈与の意思によるものであることを証明できなかった場合は、妻はそれに相当するも を夫から受け取ることができる﹂と修正した。監督者評議会二〇一三年二月二七日に法案全文を﹁イスラーム法及び憲法の諸基準に矛盾していない﹂と承認して同法が成立し もって、第三〇 を認めるに至った。
次に、 ﹁家族保護法案（二〇一二年一月二三日司法権公表） ﹂の第四一条で
あるが、 ﹁妻の扶養料、子の扶養料及び養育費の支払 、他の全ての負債の支払よりも優先される﹂と規定していた。こ 規定は、同年三月六日の国会可決修正法案にて第四九条となり、 ﹁今後一年以内の妻の扶養料、子の扶養料及び養育費の支払は、他の全ての負債の支払 り 優先される。過去 妻の扶養料については、民法第一二〇六条による﹂と修正された。監督者評議会は、同年四月二三日、 ﹁第四九条の期間設定は、裁判官によって決定されねばならず、イスラーム法に抵触（
eshkār-e shar‘ī ）する﹂として、国会案を
承認せず差し戻した。国会は同年五月九日に同条文を、 ﹁妻 名誉及び特性
に応じ裁判所の判断によって決定される妻の扶養料、子の養育費の支払は、他の全ての負債の支払よりも優先される。過去の妻の扶養料については、民法第一二〇六条による﹂と修正した。監督者評議会は、同年六月六日、第四九条に関し、 ﹁当該条件に鑑みると期間の設定は、特段 事情がなければ裁判官が決定しなければならない。また、民法第一二〇六条の当該規定はイスラーム法の規準 反する（
khelāf-e m





運動﹂に象徴される国民規模の抗議運動が、法案審議 少なからず影響を与えた点である。前者は 二人目の妻及び婚資減額の可能性という既婚女性にとって人間の尊厳をかけた問題をめぐって多くの女性が立ち上がっ ことより、法案内容を社会の力で変更した事実を示す。また後者は、国民規模の反体制運動が、法案の審議停滞を招いたと う皮肉な事態を生んだ
第二に、審議過程の主要な対立軸として、複数の保守派 議員が女性の










































, accessed 29 January 
2016.
（
8） ここで金貨換算が求められる理由は、イランでは物価の変動が激しく、インフレなどにより貨幣の価値がすぐに変わってしまうため、物価による変動が少ない金貨換算にすることで婚資の価値が下がることを防ぐためである。
